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独立行政法人の財務と会計に関する考察
山 本 清
1.は じ め に
独立行政法人を2001年度から創設することが1998年の中央省庁等改革基本
汰 (以下 ｢改革基本法｣という)で決定され,その制度の基本を定めた独立
行政法人道別法 (以下 ｢通則法｣という)が先の国会で成立した｡独立行政
法人とは,改革基本法第36条によれば ｢国民生活及び社会経済の安定等の公
共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって,国が
自ら主体となって直接に実施する必要はないが,民間の主体に委ねた場合に
は必ずしも実施されないおそれがあるか,又は-の主体に独占して行わせる
にふさわしい自律性,自発性及び透明性を備えた法人｣と定義される｡具体
的には,国立博物館,試験研究機関,国立病院等が順次独立行政法人に移行
する｡この独立行政法人制度は,橋本内閣のときの行政改革会議において,
行政機構のスリム化を行うための阻織構造改革として構想されたものであ
る｡そのとき参考にされたのは,英国で政策と執行を分離して,執行に特化
したエージェンシー (ExecutiveAgency)(1)であった｡しかし,行政改革会
読,その後の立法過程及び制度設計をみれば明らかなように,行政改革会議
の導入企画者 (藤田,1999)が述べるとおり,国家行政組織から独立した法
(1)エージェンシー制度の概要と成立の経緯については,EficiencyUnit(1988)及び毎
年度発行されているNextStepsReviewを参照されたい｡
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人格を付与することで ｢垂直的減量｣を図ることが主目的で,業務の効率化
やサービスの質の向上は,副次的なものになってしまっているCこのため,
独立行政法人は,英国のエージェンシーとは目的も制度設計も異なるものと
なってしまい,｢改良型の特殊法人｣と称されるO
確かに,組織上の独立性によって総定員法の枠外におくことは,公務員削
減という国民にアピールできる点で政権にとって政治的価値がある｡一方
で,行政府として特に行政改革の事務方 (中央省庁等改革推進本部)は,政
治的に決定された垂直的減量対象の組織運営 ･管理の具体的制度設計を行う
過程で,効率と質というエージェンシーの基本的要素を取り入れようと努め
ているOこの独立性という創設の主目的と効率 ･質の向上という制度設計で
の視点 (副次目的)の混在が,藤田氏も認めるようにわかり難いものになっ
ている｡業務の効率と質の向上を優先すれば,それは国家行政組織からの独
立でなくてもエージェンシーのような内部の組織分離で足りるからであるO
加えて,制度設計者が参考にしているとされるエージェンシー制度の理解が
不十分であるため,後述するように効率と質の向上を担保する機構が不完全
になっているのであるO特に,財務 ･会計制度の設計については,エージェ
ンシー運営の背景にある新公的経営管理 (NPM)(2)の自律性の保証と併せて,
業績評価によるアカウンタビリティを強化させる原理が不徹底であることが
影響しているO
そこで,本稿では,次節で独立行政法人の制度設計に際して基本とすべき
原理は何かを検討し,第3節では,現在確定あるいは検討中の財務 ･会計制
度の概要を整理するOそして,第4節では,基本原理に照らしてどのような
問題点を有しているかを明らかにするとともに,現行案の改革提言を行うo
(2)NPM の概要については,Hood(1991)杏,また,最近の動向を踏まえた論文集に
PetersandSavoie(1998),BudausConradandSchreyogg(1988),Fredericksonand
Johnston(1999)がある｡
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最後に,結論と残された課題について述べる｡なお,独立行政法人制度につ
いては,今回扱う財務 ･会計以外に業績評価や人事管理システムについても
論じるべき項目は少なくないが,それらは別稿 (たとえば山本,1999)に譲
りたい｡
2.制度設計上の論点
(1) 組織の独立性
独立行政法人という名称に現れているように,国家行政艶織からの ｢魁織
上の独立性｣が最大の特性であることはいうまでもない｡そして,確認して
おかねばならないことは,独立の法人格が従来の国家行政魁織による制約か
ら解放される意味で,効率性も向上し得るということである｡財務 ･会計で
も財政法 ･会計法の枠阻みから自由になることで,柔軟で弾力的な運営が可
能になると期待されるO
同時に忘れてはならないのは,組織上の独立性による効率性は,経済的な
独立性が担保されて始めて実効あるものになるということである｡内閣から
独立した法人格が認められても,予算措置が従来のような統制下に留まるな
らば,いくら財政運営の自由度が増してもそのメリットを使う余地はない｡
腕の良い料理人に自由に調理してもよいといっても,材料が不足していたり
素材が悪ければ活躍の幅は限定されるからである｡このことは,無制限に財
源を付与しないと独立性が機能しないといっているのではない｡自由度 ･裁
量性を発揮できる程度の予算 ･財源調達を可能にする制度設計がされる必要
性があるということである｡
(2)効率 ･質の向上
独立行政法人の事務事業は,通則法第2条に規定するように効率的 ･効果
的に行うこととされており,制度運用上に満たさねばならない目的である｡
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効率 ･質の向上は,魁織上の独立性に伴う自由度 ･自律性の増大から生じる
以外に,業務運営の経営システムや能力 ･手法の改善によってもたらされ
る｡ NPM の原理に照らせば,市場機構等の経済学的制度の活用,顧客志向
等の民間の経営手法の応用である｡前者の例は内部市場や市場検定であり,
後者の例にはベンチマーキングやバランス ･スコアカードや TQM 等があ
る｡これらのシステムや手法は,必ずしも国家行政組織の枠組みでも英国,
米国,カナダやニュージーランドの行政改革から明らかなように適用可能で
ある｡
しかし注意しなければならないのは,かかる制度 ･手法はいずれも当該経
営観織と他の組織単位 (民間部門を含む)との比較の視点を要求しているこ
とである｡したがって,財務 ･会計上においても組織単位間の比較可能性を
確保することが要請される｡同時に民間部門との競争を含むとすると,公正
な競争条件を確保する基盤と手法面での配慮が必要とされる｡政府固有の
サービス以外に一般顧客を対象にするサービスを行うことは,保有資産や能
力の有効活用の側面もある｡たとえば,需要のピークが集中しても公共性の
性格からピーク時対応で施設能力が決定している場合には,通常期は施設能
力の一部利用となるから,通常期の政府サービス以外-の利用は資源の最適
利用の側面からみても肯定される｡この場合に,公的部門ゆえに民間部門に
比して優位な特性を武器に競争が行われると資源配分の効率も歪めるからで
ある｡
(3) 業績評価によるアカウンタビリティの強化
組織的独立性による自由度の向上や業務効率化のため成果統制-の珍行
は,従来の手続き･投入 ･過樫中心及び活動細目別の統制を廃止または緩秤
することになるOだが,国家行政阻織から切り離されても行政の一部を構成
することに変わりがないことから,国民から付託された資源管理に対してア
カウンタビリティを負う｡自由の保障は,当然責任により均衡が図られる
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が,成果の統制 ･アカウンタビリティほ,手続き･過程のような準拠性 .逮
法性という評価基準で行えない｡成果は,個々の会計行為から少なくとも事
務事業以上のまとまった単位で原則として非貨幣尺度で測定され,経済性 ･
効率性 ･有効性等の評価基準により評価される｡
しかしながら,公的部門では成果を企業収益や利益のように金銭的に把捷
することは困難であるため,財務 ･会計の統制内容は成果の金銭的評価でな
く成果に必要なコストとなり,統制単位も個別の勘定取引から財 ･サービス
として機能する産出に焦点がおかれる｡したがって,コストは産出にかかる
資源の投入でなく,資源消費の認識 ･測定が中心になるO財務 ･会計システ
ムに照らせば,資源投入過程には自動的に支出が伴うことから現金主義が適
合するのに対し,資源消費過程は必ずしも支出が伴わないで投入資源が経過
的に減耗していく場合があるため,発生主義が適合すると言い直すことがで
きる｡
(4) 目的達成とシステムの相互補完性
マネジメント･サイクルという観点から財務 ･会計システムの改革を考え
る場合,公的部門及び民間部門を問わず,経営戦略を核に計画段階に相当す
る予算と実施結果の測定及び評価に当たる会計及び業績評価が相互に統一性
と一貫性が保たれていることが重要である (図1参照)｡会計だけが現金主
義から発生主義に移行しても,予算編成や業績評価が現金主義で行われるな
･:･IL･.-
図1 予算･会計･評価の関係
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らば,会計の機能は成果の測定に限定され,意思決定者の行動の変化に結び
つくことは期待しにくいO大学改革で教育の重視 (経営戦略)を纏い,学生
に講義内容のアンケート調査 (会計)を行っても,その結果に基づき教育充
実-予算配分 (予算)がなされなかったり,教員の業績評価で教育内容が無
視され,研究成果のみで判断 (評価)されれば,実態が変わらないのと同様
である｡したがって,成果志向の政府経営を独立行政法人制度を通じて実現
しようとするならば,Kettl(1997)も説くように予算,会計及び評価を全て成
果の活動単位で認識し,コストの測定は発生主義に統一することが必要であ
る｡
もちろん,公的部門では,予算における財源調達及び資源配分の計画が,
企業経営のように資源管理の受託者側 (行政府)に全面的に委ねられず,香
託者側 (立法府)の審議 ･東認という集合的決定を経ることになっている違
いを踏まえねばならない｡つまり,議会の成果と発生主義による事前 ･事後
統制により,行政府の立法府に対するアカウンタビリティは果たせるのか,
低下しないのかの検討が必要になる｡また,前述したように,会計の測定機
能は成果に要したコスト算定に留まる他,実施の評価に際しても,国民は株
主のように自由意思により委託関係を解消 (退出)することは困難であるo
Lたがって行政の経営内部に資源管理の改善を促す,あるいは,強制する機
構が組み込まれる必要性を認識しなければならないD
3.財務 ･会計制度の概要
独立行政法人の財務 ･会計制度は通則法が成立したものの,現在 (1999年
10月)のところ,未だ細部は未確定で現在検討中のものも少なくない｡しか
しながら,その基本的枠阻みは,財務については中央省庁等改革推進本部の
1999年1月の ｢中央省庁等改革に係る大綱｣(以下 ｢大綱｣という)及び同年
4月の ｢中央省庁等改革の推進に関する方針｣(以下 ｢方針｣という),会計
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については総務庁の独立行政法人会計基準研究会の1999年10月の ｢中間的論
点整理｣(以下 ｢中間整理｣という)によって明らかにされている｡そこで,
まず,通則法とこれら大綱などに基づき,その概要を整理してみようO
(1) 予算システム
予算措置について,改革基本法では第38粂第4号で ｢国は,独立行政法人
に対し,運営費の交付その他の所要の財源措置を行う｣とされているが,過
則法では第46条において ｢政府は,予算の範囲内において,独立行政法人に
対し,その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する
金額を交付することができる｣となっている｡条文だけを見ると,独立行政
法人に対する財源措置は後退し,かつ,その交付形式も不透明になってい
る｡しかしながら,推進本部が各省庁に通則法の説明をした際に各条文の参
考注釈として添付したものは,上記方針であったので,実際の運営原則はこ
の方針に従うと理解される｡このため,ここでの検討は本方針が適用される
という前提で進めることにする｡
① 財源措置の考え方
独立行政法人は,一般的には独立採算制を前提とするものではないとさ
れ,国が所要の財源措置をするとしている｡この意味で民営化と異なると強
調する論者も多い (たとえば田中,1999)が,移行時の予算措置に際して当該
事務事業が確実に実施されるように十分配慮されるに留まり,事務事業の実
施に要する財源を全て措置することを意味しない｡
② 予算措置の方法
主務大臣が予算要求を行い,運営費交付金及び施設費等を毎年度の予算編
成の中で確実に手当をすることになっている｡
③ 運営費交付金
事業の運営のため,使途の内訳を特定化しない ｢渡し切りの交付金｣とし
て措置され,その執行に当たり国の事前関与を受けることなく予定使途以外
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にも充てることができる｡また,残額が生じた場合には翌年度に繰り越すこ
とができる｡これは,阻織の独立性に起因する自由度を増加させることで効
率向上を図ろうとする措置と解せるo
④ 施設費等
施設費等に係る経費であって,国の予算において公債発行対象経費,つま
り公共事業費等として資本形成とみられる投資的経費は,運営費交付金と区
分して措置される｡ただし,投資的経費であっても公債発行対象でない経費
(設備 ･備品費など)は,運営費交付金の中で措置されるO
⑤ 人件費等
職員の人件費等は運営費交付金の中で手当される｡また,運営費交付金の
算定の基礎として,人件費等相当額についてあらかじめ-定の規則を定める
ことができる｡これは,運営費交付金の使途が制限されない中で,所要額を
職員の報酬に確実に充てられるよう配慮したものであろう｡
⑥ 寄付金 ･受託収入 ･手数料等
これら独立行政法人の自主的努力により獲得された収入については,別段
の定めのあるものを除き,当該法人の収入に直接計上することとし,国の会
計の歳入 ･歳出外で扱う｡つまり,自主的 ･商業活動による収入は独立行政
法人の予算 ･会計には現れるが,府省の予算 ･決算には含まれないから,国
会の直接の予算統制からはずれることになる｡また,国は独立行政法人を一
つの受託者として委託金を支払うことを妨げないとし,国の業務執行の受託
者として対価を得ることができる｡さらに,国の複数の会計からの収入があ
る場合など,必要に応じて区分経理を行うものとされているQ
(2)会計システム
① 損益計算
独立行政法人の会計は,｢原則として企業会計原則による｣(改革基本法第
38条第3号及び通則法第37粂)ものとされる｡したがって,｢その運営状況を
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明らかにするため,すべての費用及び収益は,その支出及び収入に基づいて
計上し,かつ,その発生した期間に正しく割り当てなければならない｣(方針
17)とされ,発生主義による損益計算が行われる｡しかしながら,独立行政
法人は ｢公共的な性格を有し,利益の獲得を目的にしない特殊性を考慮して
必要な修正を加える｣(方針17)として,｢通常の運営を行った場合,損益が
ニューTtラルになるように｣(中間整理 3)計算構造を構築するとしているO
つまり,運営状況を示す損益が通常は収益と費用が一致してゼロになること
を標準状態とみなす｡このため,独立行政法人が ｢主体的に意思決定可能な
損益のみを｣損益計算に含めることが必要としている｡換言すれば,当該法
人の運営に伴い発生する収益や費用の全てが損益計算に示されないというこ
とである｡
② 資産 ･資本
発生主義会計を導入するため,独立行政法人の ｢財政状態を明らかにする
ため,貸借対照表日におけるすべての資産,負債及び資本を記載し,正しく
表示するものでなければならない｣(方針17)とされている｡そして,｢独立
行政法人は,その業務を確実に実施するため必要な資本金その他の財産的基
礎を有しなければならない｣(通則法第8条第1項)から,政府は当該法人に
出資することになると予想される (出資を受けない法人は資本金を有しない
状態になる)｡具体的には金銭以外の土地 ･建物については現物出資をする
ことができるとし,出資された財産の評価は,時価を基準としたものが貸借
対照表の資産価額となるほか,必要に応じて国有財産の無償使用することが
できるものとされる (方針5)｡この無償使用財産に関しては,中間整理では
｢拘束性が強い｣ものについては使用実態を表示すべきという観点から,
リースの会計処理を参考に資産計上する方向とされている｡
③ 会計監査
独立行政法人の監査は,まず当該法人の監事により業務の監査が行われる
(通則法第19粂第4項)Oまた,-定規模以上の法人については,監事の監査
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のほか,会計に関する部分に関し公認会計士又は監査法人である会計監査人
の監査を受けることになっている (通則法第39条)｡国の行政サービスを行
う阻織が民間の会計監査人の監査を受けることは,従来特殊法人を含めてな
かったことである｡ただし,会計検査院の会計検査も国の財政支援を受ける
ことから継続される｡
④ 利益 ･損失処理及び財務諸表
独立行政法人の作成する財務諸表は,貸借対照表,損益計算書,利益の処
分又は損失の処理に関する書棟その他主務省令で定める書類及びこれらの附
属明細書と通則法第38条第1項で規定されているCただし,中間整理による
と,大綱で明示されて方針及び通則法で消えた資金収支計算書 (キャッシュ
フロー計算書)も ｢その他主務省令で定める書頬｣と位置づけ作成する方向
という｡
また,利益 ･損失処理については,損益計算において利益を生じたとき
は,前事業年度から繰 り越した損失を埋め,残余があるときは,その残余の
額は積立金として整理しなければならないとされ,また,損失を生じたとき
は,衝立金を減額して整理し,なお不足があるときは,その不足額は繰越欠
損金として整理しなければならないと規定されている (通則法第44粂第 1項
及び第2項).そして,衝立金の処理については,方針19において,例えばと
して ｢半分を国庫納付,半分を内部留保する等｣の考え方が提示されてい
るoこれは,経営努力により生み出された果実たる利益の一部を法人に帰属
させることで効率化の誘因にするとともに,政府としてもメリットを享受し
ようとする制度設計を反映したものと解せる｡
⑤ 借入金等
独立行政法人については,特殊法人や第三セクタの一部に多額の欠損を生
じていることに鑑み,借り入れは原則として短期借入のみとし,中期計画で
定めた限度額の範囲内でのみ可能で,かつ,当該借入をした事業年度内に償
還することにしている (通則法第45条第1項及び第2項)｡ただし,個別法で
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別段の定めがある場合は,長期借入金及び債券発行が可能である (同条第5
項).
(3) 財務 ･会計と業績評価との関係
① 中期計画 ･中期目標
独立行政法人に自律性を保障する前提として,主務大臣は3-5年の期間
において達成すべき業務運営に関する目標 (中期目標)を定め当該法人に指
示 (通則法第29条)し,これを受けて法人は中期計画を作成して主務大臣の
認可を受けなければならない (通則法第30粂)oここで注意すべきことは,莱
務運営の基本方針は法人でなく主務大臣が決定権限を有していることであ
り,主務大臣が任命する委員から構成される評価委員会の意見は聴かれるだ
けということである｡財務に関する中期目標としては,｢財務内容の改善に
関する事項上 中期計画では ｢予算,収支計画及び資金計画,短期借入金の限
度額,剰余金の使途｣等がある｡具体的には,損益状況や自己収入割合,早
位原価等の各種財務指標に関して目標設定がなされると予想される｡
② 業務実績の評価
評価委員会は独立行政法人の各事業年度に係る業務の実績,中期目標期間
にかかる業務の実績に関する評価を行うが,この場合に参照されるのが年度
計画及び中期計画となる｡
③ 事業報告書
中期目標に係る事業報告書を独立行政法人は作成し,主務大臣に提出する
とともに,公表することになっている｡基本的には財務諸表と併せて公表さ
れることになると予想されるO
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4.批判的検討と提言
(1) 自律性の制約
独立行政法人制度は,適切に設定された当該法人の業務運営の基本になる
政策の枠姐みの範囲内で自律性が保障され,効率と質の改善を図るととも
に,政策執行に係る部分について成果のアカウンタビリティを確保しようと
するものである｡このため,中期目標 ･中期計画が設定される訳であるが,
財務面に限定しても自律性,自発性を備えた法人として制度設計がなされて
いるとは必ずしもいえない｡
第一に,中期目標は独立行政法人でなく主務大臣が設定することになって
いるから,法人はこれを受け入れる他ないのである｡達成が究めて困難ある
いは容易である数値目標が設定されれば,この目標に照らして実績が評価さ
れ,誤った判断を招きかねない｡目標の達成可能性は,実施する部門の能力
と努力及び財源に依存するからであるO目標は,目標設定者と受容者が十分
に協議することで的確に決定できるのであり,事実英国のエ-ジェソシーで
は業績目標は省庁との間で協議して合意 (agreed)されたものとなってい
る｡評価委員会が客観的な目標設定を支援することが期待されるものの,主
務大臣により委員が任命されることから別途の工夫が必要といえる｡
第二に,運営費交付金については自律的な財源措置及び使用が認められて
いるが,施設費等については公債発行対象経費に含まれる限り,財源措置は
主務大臣及び財務大臣の裁量に委ねられることである｡これは明らかに業務
運営の自律性を制約することになり,制度設計者も中間整理で ｢国が施設費
を運営費交付金と区分して支出するのは･-拠出者としての国の意図が存在す
るからであって･-支出対象も,長期利用可能な固定資産に限定されている｡
このような資産の購入は,国の企画 ･立案機能に基づいてなされ,独法 (独
立行政法人の略 :筆者追加)の裁量の余地は少ない｣と認めている｡しかし
ながら,この表現は,独立行政法人の制度的独立性により効率を高めるとい
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う前記導入企画者の意図及び政策の ｢企画立案 ･機能と実施機能の分離｣
(｢行政改革会議最終報告｣)という考え方と明らかに矛盾しているQ つま
り,独立行政法人の行う業務の一部について自律性を認めただけで,府省は
企画立案と同時に当該法人の行う業務についても自ら主体的に行うことにな
るからである｡
この点は,施設費等は経常的な業務運営に直接関係しないから許されるの
ではないかという反論があるかもしれないが,法人の業務運営は施設の整備
水準を抜きにしては評価も計画もできないのである｡たとえば,博物館等の
改修が財政当局の事情で,単年度で完了するのに複数年度にわたり行われる
と,開館はそれだけ遅れるため経常的な展示及び普及事業の再開もずれこむ
ことになる｡しかし,これら活動が経常的活動で運営費交付金で賄われてい
るとして,博物館等の法人の業務運営の評価を施設費等の財源措置と切り離
して行えるだろうか｡明らかに自己の権限を超える財政要素により経常的な
活動水準は制約を受けるから,回答は ｢否｣である｡
(2)予算と会計 ･評価の不整合性
独立行政法人の会計制度は発生主義によることにされたが,予算制度は従
来通りの現金主義を維持することとしているoLたがって,運営費交付金 ･
施設費等を問わず,交付すべき財源は当該事業年度に独立行政法人が必要と
する税金額,つまり,要支払額を算定することによりなされる｡この点は,
中間整理の ｢企業会計原則導入に際しての留意事項｣において ｢独法のある
期間の収益とは,独法の自己収入に加えて,独法が当該期間の事務 ･事業を
実施するに必要な財源に充てるために交付される現金の合計額と捉えること
ができる｣とし,また,｢損益計算上の利益の処理等に関する考え方｣で ｢運
営費交付金はあくまでも独法の業務活動のためにキャッシュフローとして費
消されることを前提として支給される｣としている｡
しかしながら,この予算は現金主義,会計は発生主義という異なる認識基
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準の採用は,マネジメント サイクルの1要素のみを発生主義化するに過ぎ
ないから,業務運営が同じ発生主義で評価され計画されない限り,行動の基
本的変化をもたらさないという根本的批判 (Melor,1996)がある｡また,こ
れを別にしても,管理 ･統制において生じる矛盾を指摘できる｡
まず,運営費交付金は業務運営に必要な現金支給だとしているが,財源措
置方針及び中間整理で述べているように,公債の発行対象経費でない固定資
産の購入 ･取得は,運営費交付金で賄われる｡このことは,予算的には耐用
年数が比較的短い設備 ･備品嬢は運営費交付金で取得されることを意味する
が,会計的には発生主義による減価償却費の計上という損益計算の位置づ汁
になり,上記固定資産にかかる運営費交付金の必要現金額と減価償却費 (会
計上の費用)が一致しない｡たとえば,本年度100万円のワーク･ステーショ
ン (WS)を新たに購入する場合,運営費交付金で算定される額は現金支出
の100万円であるが,会計上の費用 (減価償却費)は耐用年数5年,残存価額
ゼロ,償却法を定額法とすると,20万円になる｡また,定期更新の場合も,
たとえ更新期間と耐用年数が同じとしても,取得価額が前回と今回で技術革
新 ･市場事情等によって異なるから,取得価額と減価償却費の合計は一致し
ない｡
したがって,運営費交付金による収益と費用が ｢ニュートラルJ,つまり損
益計算書上で利益がゼロ (収益と費用が一致)とする損益計算の仕阻みが成
立しなくなるのである｡この矛盾を解消するには,中間整理の ｢減価償却の
会計処理｣で述べるように ｢-固定資産の取得,整備等に関する意思決定
が,多くの場合において政策の実施部門の独法だけでは完結せず,政策の企
画立案部門としての国が関与する状況が想定される以上-減価償却費を管理
可能な他の経費と同様に損益計算上の費用に含めることが,果たして独法の
業麿の適切な測定であるかについても疑問が生じる｣として ｢減価償却を損
益計算を通じて行うのではなく,資本の部に資本調整勘定を設けて貸借対照
表上で行う方向で検討｣することになる｡
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しかし,この論理は自律性を保障した運営費交付金の固定資産の管理部分
についても企画立案部門の関与があることを認めたもので,自己矛盾であ
り,また,施設費等にかかる減価償却相当額を資本計算に含める理論的な問
題を抱えることになる｡この点を財源と経費,その基礎となる活動及び活動
の結果たる成果の4者の関係で示すと,図2のようになり,財源と他の3着
の関係の ｢ねじれ｣現象が理解できよう｡
･成果, 匝 (サービス)l
†
･活動, ⊂ 垂 (執行) 1
I
･経費, [二重 二 l 資本費 l
† / †
･財源, [垂 車 重司 画
図2 財源と業務運営の関係
次に,具体的な運営費交付金の損益計算の方法については,中間整理にお
いて交付時に収益に計上せず,いったん負債に計上し,業務活動の進展状況
に応じて収益に転換するとしている｡この収益化の方法として,第5回議事
録においては,達成した業務の成果に応じて順次認識する成果進行型と発生
した費用に応じて認識する費用進行型の2つを掲げている (具体事例は表
1,2参照)｡成果進行型は成果志向の運営管理方式として優れている印象
を与えるが,同時に予定以上の成果をあげたとしても予定以上の費用を使っ
た場合は,損益がマイナス (成果-120,費用-120の場合)になり,また,
予定の費用で予定以上の成果を出しても損益計算がゼロ (成果-120,費用
-100の場合)になるという問題点が残されているQこれは,運営費交付金を
予定成果を賄う現金財源と位置づけることから必然的に生じる｡当該交件金
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表1 運営費交付金の会計処理
前提条件 予定費用-100
予定成果-100
運営費交付金-100
(1)成果進行型
ケース 費用-80 費用-100 費用-120
成果-80 損益 0 20 △40
繰延負債 20 20 20
資金収支 20 0 △20
成果-100 損益 20 0 △20
繰延負債 0 0 0
資金収支 20 0 △20
成果-120 損益 20 0 △20
繰延負債 0 0 0
注:独立行政法人会計基準研究会の第5回議事録の参考数値例を一部修正したO
は,民間企業のような成果の貨幣的価値を示す売上収入でないのであるOつ
まり,収益と成果は対応せず,費用と成果のみが対応しているのである｡こ
の点で,予想以上の展示収入 ･特許権使用料収入といった場合には,予定費
用と実績が一致しても損益計算上評価されないから,弾力化の目的に反する
といえる｡
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また,行政コストの測定 ･表示については,中間整理によると独立行政法
人の特殊性から,｢そもそも負担していない,ないしはその損益計算の体系
からはずれることとなるコスト｣が存在するが,国が代わって負担している
と考えられるから,国全体の行政コストを表示する方向で検討するとしてい
る｡上記コストには減価償却費相当部分,無償使用資産の使用料相当部分,
施設費等の利息相当分があるとしているOこれらのコス トが英国やニュー
ジーランドで認識されているような経済学上の機会費用概念に近いものを指
すのか,あるいは,単に独法は負担しないが国が直接実施すれば負担するこ
とになるコストなのか不明であるOただし,資産評価は企業会計原則に準じ
るから,現物出資資産を除き取得価額に基づき減価償却費相当額が算定され
ることになるし,利息も公債等の借入金を財源にする場合のみ認識されると
想定されるから,再調達価額に基づく減価償却費と純資産に対して調達金利
を乗じたキャピタル ･チャージからなる資本費とは異なるようである｡独立
行政法人の運営費は自律的,施設費等は非自律的という財源措置は,独立行
政法人の提供する行政サービスのコストのうち独立行政法人と国 (府省)が
どれだけ分担しているかを不明瞭にするため,本来のアカウンタビリティ確
保の観点からいっても問題がある｡加えて,機会費用概念と異なるコスト算
定は,第6回議事録にある民間とのイコールフッティングの観点からも不完
全といえるo
(3) 改革への修正提言
(彰予算システム
独立行政法人の財務制度において,法的独立性を確保することにより効率
を高めようとする原理は,当該法人の業務運営の自律性を財源面で保障しな
い限り不十分なものとなる｡前述のように経常費用の財源措置を運営費交付
金で満たしても,資本費用の財源措置を企画立案部門の意思決定に残して
ほ,業務運営の自律性は確保できず,権限と責任が一致せず目的にも矛盾を
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生じてくるからである｡こうした矛盾を解決するには,やはり,資本費であ
る施設費等についても,運営費交付金に加えて一本化した包括運営費相当と
して交付することが必要である｡施設整備に関しても,政策企画立案から独
立して自律性を与える代わり,その業務運営の結果に関してはすべて管理可
能なものとしてアカウンタビリティを課すことが出来るからであるO
こうした制度設計に対しては,公債発行を通じた国全体の公債管理あるい
は財政 ･経済政策及び資金管理の統一性 ･有効性が失われるという批判があ
るかもしれない｡しかしながら,資本費相当額を運営費交付金に加えて一括
交付しても,国全体の投資的経費の把捉や公債発行 ･管理は十分可能であ
る｡確かに,長期効用を発揮する施設等の有形固定資産については,世代間
負担の公正の観点からも公債を財源にすることは認められるから,交付金の
うち施設等にかかる資本費相当額は公債発行対象経費とみなせばよいのであ
る｡交付金イコール経常的経費だとして公債発行から除く必要はない｡ま
た,財源対策は可能としても,独立行政法人は資本費相当額の投資を毎年度
行うのでなく,投資的支出 (現金による)は特定年度に行われるから,国全
体での資金管理,特に景気対策等の政策目的に適合した情報を提供しないの
ではないかという再反論があろうoLかし,この点に関しても,中期計画及
び年度計画並びに年次報告書を通じて,資金収支を事前 ･事後とも主務大臣
及び財務大臣は把捉できるのである｡
このような予算処理は,自律的な業務運営を機能させるために不可欠であ
り,モデルとされた英国でも,国民健康サービス (NHS)に内部市場が導入
された際,従来の予算科目において人件費とか資本的支出とされたものは
財 ･サービスに関する ｢他の経常的支出｣(othercurrentexpenditure)と変
更されたoまた,エージェンシーでも国防評価 ･研究庁 (DERA)等の事業
会計 (tradingfund)として運営されるものは,総コストでなく純運営コスt
で管理され,予算統制も経常的支出,資本的支出の区分はなく,全額 ｢他の
経常的支出｣科目として一括管理されているのである.
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② 会計システム
予算における自律性の制約を会計技術で処理しようとするため,基本財務
諸表と区分して行政コストを算定しようとしているが,これは,運営コスト
計算書において減価償却費及び資本チャージを含めて測定 ･表示すべきであ
る｡現行案は損益計算の中立性を維持せんがために,主体的意思決定可能性
なり管理可能性という概念を用いて,減価償却等の費目を除いて損益計算書
を作成しようとしている｡しかしながら,運営費交付金で成果基準で収益計
上を行っても,その収益は企業のように自己の活動成果を貨幣的尺度で示し
たものでないから,当該収益と管理可能な費用を対比して通常状態で均衡す
るか否かを業務運営の財務的評価尺度とする意義は少ない｡なによりち,成
果の価値と交付金が一致するにしても,成果は既に見てきたように経常的な
財源措置である運営費交付金で賄われない (独立行政法人において)管理不
可能な施設等の水準によっても規定されるからである｡
したがって,独立行政法人においては,損益計算の中立性を求めることに
なる損益計算書という概念を脱却し,業務運営に要する総費用と純費用を算
定する運営費用計算書に特化すべきである｡この場合は,収益と費用の均衡
は予定されず,的確なコスト算定を行うことに徹することになるO交付金収
入の処理は,資金収支計算書 (キャッシュ･フロー計算書)で純運営費用か
らの修正計算で反映させればよいのである｡独立行政法人の損益計算におい
て純損益を財務業績指標とみるには,財源交付者が財 ･サービスの購入者で
あって当該法人を含めた複数の供給者 (あるいは潜在競争者)との競争的な
契約が行われて対価たる交付額が決定される必要があるOつまり,ニュー
ジーランドのように仮想的な行政サービス市場が大臣と省庁を含めた供給者
の間で成立(3)している必要があるが,明らかに,独立行政法人と大臣の間に
サービスのコストと質に関して競争契約的関係にないOこの点は,市場検定
の対象になるサービス項目を除き英国のエージェンシーにおいても同様であ
り,それゆえに資源会計 ･予算(4)では,ニュージーラソドのような損益計算
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書でなく,運営費用計算書を作成するようになっているのである｡
それでは,会計システムを通じた効率や質の向上誘因を提供できないので
はないかといわれそうであるが,効率はサービスの種類別の単位費用を算定
することにより測定すべきであり,質は会計システムとは別の業績評価シス
テムのなかで測定するものである｡バイアスが少なくない損益計算書の損益
で財務業績を測定するよりは,業務運営報告書で適切なコストを算定し,質
と対比することが独立行政法人の的確な業績評価になる｡単位費用の低下と
コスト回収率及び顧客満足度を含めた質の改善を,報酬等に反映することが
重要である｡また,会計監査について外部監査を導入することが特色とされ
るが,もともとの外部監査人である会計検査院の会計検査との関係を整理す
る必要があるC英国のエージェンシーもニュージ-ランドの省庁も会計検査
院が監査を実施しているが,民間の外部監査人と重複して実施されていな
いo外部監査は情報の質を確保する点で誘因制度の基礎となる情報の正確性
を検証する意味で内部管理に資するだけでなく,国会等の外部統制において
業績情報の適正性や比較可能性を保証する上で重要である｡しかし,独立行
政法人に過大なチェック負担を負わすのは不合理であり,単一化するか監査
項目の重複を避けるべきである｡
③ 組織設計
現行の独立行政法人制度は,特に基盤施設等について国からの自律性が不
十分であること,このため,独立性から期待される効率向上も限定される危
険性を述べてきた｡この抜本的対策としてほ,前記のような全ての活動原資
(3)ニュージーランドにおける行政システムの財務面については NZTreasury(1996)秦
照｡ただし,政府を所有者,購入者と供給者に分離する考え方は,契約にかかる仕様が
文書化できること及び完全競争状態が成立することを前提にしているが,これらの条
件は人工的な内部市場では成立しないから,損益で財務業続を管理するのに否定意見
(たとえば,Robinson,1998)も強い｡
(4)英国の資源会計 ･予算については,HMGovernment(1995)参照｡
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を交付金として一括交付することであるが,国の方で資産保有し,かつ,質
金統制も維持した状態でも改善策はある｡
この方法とは,独立行政法人に施設等の資産の所有権を移ず,主務省とは
別の組織に資産を保有させ,当該法人には賃借料相当を主務大臣を通じて交
付するというものであるOオランダでも博物館等が1994年から自律的な運営
組織としてエ-ジェンシー化(5)されたが,博物館を例にすると,建物は住宅
省が保有して,そこから有償で借り受けることになっている｡このため,財
務省は主務省である文化省に一旦借料相当額を配賦し,文化省は博物館に運
営費交付金と併せて交付する｡そして,博物館は借料を住宅省に支払し,受
け取った住宅省は当該借料相当額を全額財務省に返還する (図3参照)｡こ
の資金の流れをみると,結局のところ政府内部で差引の資金収支はゼロとな
るから実質的には建物の無償使用と同じで,事務が煩雑化するだけではない
かという疑問が生じるかもしれない｡しかし,この方法は,我が国の独立行
政法人の無償使用と2点で異なるO博物館で現実のコスTlとして発生するこ
とから業務運営コストとして認識でき,また,所有者である住宅省に業務運
財 務 省
予算配賦 J †戻入
巨7T ,-･]
交付金 t †借料支払 (返還請求)
博 物 館
図3 オランダのエージェンシーの管理する資産にかかる予算システム
注 :括弧内は良好な保全を可能にする予算配分がされなかった場合には所有者の住
宅省を訴えるとともに支払を取 りやめることができることを示す｡
(5)オランダのエージェンシー化と予算 ･会計システムの関係については, Harman
(1999)を,また,博物館の運営については,Engelsman(1996)をそれぞれ参照された
い｡
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常に適切な状態に維持管理するよう要求できるからである｡特に,保有者が
運営に支障を来すような維持管理状態や適切な更新投資を怠ったため,十分
なサービス供給ができないと認められる場合には,借料の支払いを繰延でき
るとともに裁判所に訴訟を起こすこともできる｡つまり,資産は保有してい
ないが,施設整備を自己の管理下で実施する場合と同様の条件を構築してい
る訳であるQ
オランダ方式と似たものに,英国の--ジェンシーにおいて業務運営に使
用する資産を自ら保有しないが,資産保有エージェンシーから借り受けるこ
とが最近まで広範に行われてきた｡国の資産管理を改善するには,このよう
な資産保有 ･貸付を行う独立行政法人を創設し,そこから資産を借り受ける
ことも一案だといえるo資産保有法人が一元的に大規模な有形固定資産にか
かる投資的経費を使用するから,財源に充当される公債発行の管理は容易で
あり,資金ベースでの予算管理方式を維持したままでも,その他のサービス
供給を行う独立行政法人の資産保全と業務運営の自律性も相当程度保たれ
る｡また,新たに設置される評価委員会に十分な資産サービスがなされな
かった場合に訴えることにし,評価委員会が評価以外に独立行政法人と関係
機関の調停枚能を持つようにすればよい (図4参照)0
-U･tF･可
予算配帆J †戻入
巨垂] T
･ 恒 産保有- ジエソ空 ]
交付金 J †借料支払
独立行政法人
-i,"五･､/l
∴
図4 独立行政法人が資産所有しない場合の代替モデル
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5.結 語
本稿では,独立行政法人制度が行政改革において大きな可能性と同時に制
度設計上の問題点を有していることを財務面に焦点を当てて明らかにしてき
たO業績管理という点では,どういった行政サービスが独立行政法人化に適
合するかという側面が,運営原理の財務管理より重要であるO特に国立大学
等のように成果測定が困難な場合には,成果志向の業務運営という理念は職
員の自律性 ･裁量性を高める反面,どのように統制を行い,アカウンタビリ
ティを確保していくかという問題解決が望まれる｡
しかし,成果の測定が比較的容易な行政サービスにおいても,業務運営の
自律性は独立行政法人の第一次目的とされた組織的独立性だけでは不十分で
あり,経常的原資である運営費交付金についてのみ自律性と主体的な意思決
定が認められている｡このため,業務運営の成果及び計画自体に当該法人で
管理不可能な要素が影響し,自律的な活動保証を通じた効率と質の向上もア
カウンタビリティの強化も不完全なものになる危険性が高いことを指摘し
た｡施設費等の主体的に決定できない要素が業務運営に影響を及ぼすからで
あり,権限がないものにアカウンタビリティを負わすことはモラル ･-ザー
ドを引き起こすだけであるo
こうした制度上の問題点を克服するには,独立行政法人に完全な自律性を
財務面でも与えるべく,施設費等を毎年度の運営交付金に含ませて資本費相
当額を交付することが最適であることを示した｡減価償却費及びキャピタ
ル ･チャージを交付することで,施設の更新等を法人の主体的な意思決定に
より行わせ,同時にその成果に関しては,効率 ･質についてアカウンタブル
にすることができるからである｡つまり,予算 ･会計 ･評価を全て発生主義
で統一的に管理する考え方であるQ
予算システムを発生主義に一気に移行するのに種々の抵抗が予想される
が,その場合には実質的に資産に関しても自律的な管理を行えるような,質
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産保有親閲との対等な契約関係 (賃借人と賃貸人)が成立する魁織構造を創
造することで対応できる｡
最後に,今回の魁織構造改革は,行政システムの中に新たな階層関係を持
ち込み,企画 ･立案を行う府省と政策執行を行う独立行政法人に分離しょう
とするものだという反対論も根強い｡この批判には一定の正当性があり,莱
国でもエージェンシーのみが業績管理とアカウンタビ1)ティが強化されたの
に省庁は従来通りだという不満(6)があるoまた,ニュージーランドでは,企
画 ･立案は主として大臣のスタッフが行い,省庁の政策部門は政策助言サー
ビスの供給者,実施部門は行政サービスそのものの供給者として位置づけら
れている｡このため,行政の一貫性 ･誠実性 ･公正性が低下するのではない
か,特に政策助言の購入に関しては,政策調整などにかかる取引費用がか
えって増大するという意見 (Boston,1994)もある｡
両国の問題点は,英国では,省庁政策部門とエージェンシーが同じ公務員
でありながら行政魁織内部のプリンシパル ･エージェント関係になるという
構造に,また,ニュージーランドでは,官僚による大臣の取 り込み現象
(キャプチャリング)を避けるため,大臣は購入者,省庁は政策部門も執行
部門も供給者という構造に起因しているのである｡したがって,企画 ･立案
と実施の関係を,英国のような上下関係にしたり,ニュージーランドのよう
な企画 ･立案機能を大臣に全面移行するのでなく,企画 ･立案と実施を対等
で,両方の機能とも大臣をプリンシパル,行政阻織をエージェントとする構
追 (図5参照)にすることが望ましい(7)｡この構造では,議会による内閣及び
内閣 ･大臣による官僚に対する統制と同時に,官僚の企画立案と実施横能の
(6)英国の省庁部門とェ-ジェソシーにおいて政府内の機能分離が行われて以降,こうし
た批判を実証したものに山本 (1996)がある｡なお,1999年 9月に現地でエージェソ
シ-化の責任者 (NextStepsProjectManager)であったピーター ･ケンプ卿に会って
ヒアリングをした際も,彼はエージェンシー化の問題点が省庁の組織文化は不変であ
るという点を指摘していた0
-230-
独立行政法人の財務と会計に関する考察 895
対等で調和のとれた関係を構築できるし,今回の独立行政法人の制度案に見
られる財源措置での企画立案部門と実施部門の意思決定主体の分離問題 (実
施部門は経常的支出に,企画立案部門は実施機関の資本的支出に主体性を持
つ)も生じない｡
もちろん,この場合,官僚の企画 ･立案とは,唯一の案を提示するのでな
く,複数の代替案を中立的な観点から提示するに留まるし,大臣が外部ス
タッフの助言を求めるのを禁止しない｡重要なことは,行政の中立性 ･公正
性 ･信頼性は,大衆迎合的あるいは短期的な政策指向になる危険性がある政
治的意思決定に対するカウンター･バランスになるということである0
[:亘二□
報告†J統制
主 務 大 臣
報告 †J統制 報告†1統制
企画 .立案エージェンシー 実施 (執行)ェージェンシー
調整
図5 政策立案と実施機能が対等な関係のモデル
〔脱稿 :1999年10月3日〕
(7)我が国も含めて経済学者の多く (たとえば奥野,1999)は,大臣と官僚の間に一定の
距離を保つこと (atarm'slenghthrelationship)を確立することにより,情報レソトを
利用した官僚による内閣や政治家の取り込みを抑止できるとするOしかしながら,こう
した客観的目標による管理と行政サービスの需要者が顧客満足度的に評価してアカウ
ンタビリティを確保することは,透明性を高め,取り込みを防止できるが,反面,契約
や調整等の取引費用の増大をもたらす他,定量化できない要素の軽視による副次効果
や専門職のモチベーションを低下させる危険性もあること (Roberts,1991)に注意し
なければならない｡基本的に契約 ･情報の経済学では,エージェントは自己の効用を高
めるレソト･シーカーとして位置づけられているが,多 くの実証研究 (たとえば
Se】deneta1.,1999)はこうしたステレオタイプな官僚像を必ずしも支持 しないのであ
る｡
-231-
896
参 考 文 献
Boston,J.(1994) "PurchasingPolicyAdvice･The limtsto Contracting Out",
Governance,Vol.7,No.1,pp1-30.
Budaus,D,P.ConradandG.Schreyogg(1998).New PublicManagement,Walterde
Gruyter.
Efficiency Unit(1988) ∫mproving Managementin Government:The NextSteps,
HMSO.
Engelson,S.(1996)."DutchNational Museumsgo'private'",Museum International,
Vol.48,No4,pp.49-53.
Frederickson,li.GandJM.Johnston (1999).Public Management Reform and
lnnovalion,TheUniversityofAlabamaPress
‖arman,K (1999)."DutchCentralGovemmentBudgetingandAccountingSystem",
speechatthe7thCIGARConferenceinTilburg,June24th.
HM Govemment(1995),BetterAccounting fortheTaxpayer'sMoney.Resource
accountingandBudgetinginGovernment,cm2929,HMSO.
Hood,C.(1991)."A PublicManagement士orAlSeasons?',PublicAdministration,
Vo.69,No1,pp.3-19.
藤田宙靖 (1999)｢国立大学と独立行政法人制度｣『ジュリスト』No1156,pp109-122.
Kettl,D.F.(1997)"TheGlobalRevolutioninPublicManagement:DrivingThemes,
MissingLinks",JournaloJPolicyAnalysisandManagement,Vol.16,No.3,pp
446-462.
Melor,T.(1996) "WhyGovernmentsShould ProduceBalanceSheet",Australian
JournalofPublicAdml'nistration,Vol.55,No.1,pp78-81.
NZTreasury(1996)PuuinghTogether
奥野正寛 (1999)｢現代日本の国家システムとシステム改革｣『経済研究』Vo50,No3,
pp.2061217.
Peters,G.andD.ISavoie(1998)TakingStock･AssessingPublicSectorReforms,
McGil-Queen'sUniversityPress
Roberts,I.(1991).'LThePossibilitiesofAccountability',Accounting,Organizations,and
Society,Vol16,No.4,pp.355-368.
Robinson,M.(1998)"ContractBudgeting",DiscussionPaperNo46inEFIC,Queensland
UniversityofTechnology.
Seldom,SC,GA.Brewer,and∫.L.Brudney(1999)"ReconcilngCompetingValuesin
Public Administration･Understanding the Administrative Role Concept",
AdministrationandSociety,Vo131,No.2,pp171-204.
田中一昭 (1999)｢独立行政法人とは何か-その成否を問う-｣『都市問題研究』第51巻第6
号,pp.40-55.
山本晴 (1996)｢業蹟給の効果-英国政府における導入と影響-｣『岡山大学経済学会雑誌』
第28巻第1号,pp23-42
- 232-
独立行政法人の財務と会計に関する考察 897
- (1999)｢独立行政法人の役割｣日本経済新聞 『やさしい経済学』(1999.8.8-
8.17)
- 233-
898
Budgeting and Accounting for
the Independent Administrative Corporations:
Key Concepts and Issues
Kiyoshi Yamamoto
New semi-autonomus public bodies will be established in 2001. The
bodies are called the Independent Administrative Corporations (lACs)
which implement the public services in accordance with the middle term
strategic plan. lACs have a discretionary power in allocating the
operating fund into their operating activities, while the capital
expenditures are basically regulated by their ministers in charge and the
Finance Minister. Also their accountings adopt an accrual based
standard. However, the finance guidelines for lACs have some significant
problems. First, the financial behavior might be little affected through
accrual accounting, since budgeting and allocation of resources are
implemented in a cash based style as before. Second, their autonomy on
operation would be largely restrained by the limitation in which they
have not a mandate for capital expenditures; the quality of public
services is influenced by capital expenditures or standards other than
operating expenditures. In this regard, two possible alternatives in
budgeting and accounting are indicated.
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